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資料1 「【維持管理】インフラデータのAI解析による要補修箇所の早期検知・原因分析・補修に係る研究開発」の概要
アドオン額：51,000千円（国土交通省）

元施策・有/PRISM事業・継続予定

n （課題）陸域・海域の広範囲に存在する港湾施設は、人的資源・財源が限られる中、より効率的かつ的確な点検・診断の実施が求められて
いる。民間港湾施設では、老朽化が進展する一方で厳しい国際競争の中で更新投資のための財政資源が不足しており、施設の延命化・維持
管理の効率化が求められ、とりわけ既存不適格となっている港湾施設の簡易な耐震化工法の開発が求められている。

n （目標）AIを活用した海面ノイズ処理、変状抽出を一連で実施するための点検・診断システムの開発、港湾施設（係留施設）に制震部材を
設置することによる革新的な耐震補強・復旧工法の開発

課題と目標

○民間からの貢献額：4年で156,000千円相当
・（人件費）66,000千円相当
・（機器・データ提供）90,000千円相当
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■元施策：
海岸保全施設の維持管理に適用可能なICT等の新技術について網羅
的に調査し、一部については現地調査にて効果を確認し、施設の維
持管理の自動化・効率化を検討する。
（R1年度：19,965千円）

■PRISMで実施する理由：
民間研究機関からの画像伝送に関する投資（資機材・人員の無償
提供）や民間企業からUAVに関連するデータ提供を受けるなど、民間
研究開発投資を誘発し、また港湾管理者等の財政支出の効率化が見
込まれるため、PRISMで実施する。

■テーマの全体像 ：
人的資源・財源が限られる中、港湾施設の効率的かつ的確な点検
手法が求められている。そこで、UAV・AIにより効率的な点検・診断
を行う新たな技術開発を行う。

3D・4Dデータによる点検・診断システムの開発の概要

・港湾の維持管理点検において、PRISM成果により現地点検作業に要する時間を20％以上削減
・全国の港湾において、国有港湾施設の点群データを取得し、インフラデータプラットフォームへの蓄積 (Digital Twin を作成)を目指す
・制震材による係留施設の耐震補強・復旧工法の設計の考え方を明確にし、試設計による例示を行うことで、民間港湾施設への展開を目指す

出口戦略

民間研究開発投資誘発効果等

■元施策：
既存桟橋の耐震性向上において、既存構造を活用した新たな耐震
化手法の検討を行う。
（R1年度：5,269,957千円の内数）

■PRISMで実施する理由：
制震部材構造の高度化や施工方法の効率化に対する民間の投資誘
発効果が見込まれ、民間施設耐震化への投資拡大も期待されるため。
老朽化や現行技術基準に適合しない既存不適格の桟橋施設の耐震性
向上のための効率的財政支出が期待できるため。

■テーマの全体像 ：
民間港湾施設では、施設の維持管理の効率化や港湾施設の簡易な
耐震化工法が求められている。そこで、係留施設に対して制震部材
を設置することで、安価かつ施工が容易な、新たな耐震補強・復旧
工法について技術開発を行う。

革新的な係留施設耐震補強・復旧工法の開発の概要



資料２ 「 【維持管理】インフラデータのAI解析による要補修箇所の早期検知・原因分析・補修に係る研究開発」の概要

【PRISM】
• AIを活用した海面ノイズ処理、変状抽出を一連で実施
するための点検・診断システムを開発し社会実装に向
けた実証を行う。

• 制震部材の設置による、係留施設に対する新たな耐震
補強・復旧工法について技術開発を行い、民間港湾施
設への展開に向けた検討を行う。

【開発のイメージ】
アドオン（国土交通省）：51,000千円
元施策名：港湾域における海岸保全施設の 維持管理への新技術適用

に関する検討調査 19,965千円
：港湾技術基準の高度化 5,269,957千円の内数
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元施策
係留施設設計基準への制震設計概念導入検討

元施策
港湾技術基準における制震設計手法整備

PRISMアドオン
民間材料構造技術，施工技術検討

PRISMアドオン
ガイドライン作成，民間施設の新工法試設計

今後の技術開発、社会への適用
制震材及び構造の高度化、民間施設への適用普及

PRISM
（対象施策）

元施策（海岸保全施設の維持管理）

今後の技術開発（UAVの自動航行等）

UAV・AI UAV ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ MMS

UAV・AIを活用した維持管理の自動化・高度化

維持管理に適用可能な新技術の検討

高度化

開発内容をフィードバック

元施策

・全体システムの開発
・機械学習アルゴリズム選定
・教師データの整備・追加学習
・サブシステムの作成・評価
・測位精度高度化の検討・実証
（実証実験、測位技術の評価）
・港湾域における電波環境の測定、
周波数特性の評価
・無線ユニットの設計・モジュール制作

・全体システムの改良
・ｲﾝﾌﾗﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ接続
方法の検討
・モデル港湾での実証試験
・遠隔地画像伝送システム
構築

～R1 R2 R3

・全体システムの改良
・ｲﾝﾌﾗﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑへの
接続
・モデル港湾での実証試験

・港湾域における海岸保全施設の
高度化・効率化に資する
新技術の検討
・UAVによる空撮画像を用いた
維持管理点検の実証試験
・ICT技術（IoT、AI、画像処理等
の新技術）の実証実験

・海岸保全施設の維持管理
マニュアルの改訂

PRISM施策

・係留施設設計基準への制震設計
概念導入検討

・桟橋の地震後性能回復を考慮した耐震化
に関する耐震性能検討

・数値解析による全体系ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ構造
制震材性能設定
・振動台実験による全体系挙動確認
・制震部材種別・構造選定
・部材取付部細部構造検討

・数値解析モデル検証
・設計のガイドライン（案）等の検討
・試設計（民間施設対象）
・施工法検討

海岸保全施設の維持管理
マニュアルにおける
簡易な点検診断手法整備

・港湾の施設の点検診断
ガイドラインの改訂

PRISM施策

元施策
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海岸保全施設の維持
管理に適用可能な技
術を幅広く検討

UAV・AIに関する検討に、
PRISMによる知見を活用
することで、元施策の前
倒し及び高度化



事業名等（※個別に目標を設定している場合） 令和元年度目標 目標の達成状況

①3D・4Dデータによる点検・診断システムの開発 • AIを用いた海面ノイズ処理、施設変状（ひび
割れ）抽出のサブシステムを包括させた点
検・診断基本システム全体の試作を行う。

• それぞれのサブシステムについて、教師デー
タの追加など適用性拡大のための検討を進め
るほか、ひび割れ以外の施設変状抽出につい
ては検出された変状をAIを用いて解析・診断
する手法を検討する。

• マルチホップ通信による遠隔地画像伝送のた
めの無線ユニットの一部（無線モジュール）
を製作する。

• 全体システムの試作を完了した。
• 昨年度と海面条件の異なる港湾（平良港）に
おいて教師データを取得して、海面ノイズ処
理システムの適用範囲拡大を行った。また、
ひび割れ抽出の高精度化、段差・ずれ等の抽
出のためのサブシステムの開発を行った。

• 遠隔地画像伝送システムのための無線モ
ジュールについて、過年度の設計を基に製作
して特性評価及び地上でのマルチホップ画像
伝送試験を行い、映像伝送に成功した。

②革新的な係留施設耐震補強・復旧工法の開発 • 水中振動台を用いた模型実験を実施し、制震
材を適用した係留施設の全体系挙動、効果を
把握する。

• 残留水平変位－地震動の規模で整理すること
で、制振部材の設置による改良効果を比較検
討する。

• 適用する制震部材種別・構造を選定、検討す
る。

• 比較検討による制震部材を適用した係留施設
の数値解析モデル検証のための模型実験デー
タ取得した。

• 制震部材適用により最大で4割程度の桟橋の変
位低減効果を確認。

• 制震部材の取付角度を大きくすることで桟橋
全大変形に対して制震材変形をより大きくで
きることを明らかにし、効果的に振動を抑制
できることを解明。耐震性を満足する地震規
模の向上範囲を確認。

• 制震部材種別選定および細部構造検討完了。
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資料３ 「 【維持管理】インフラデータのAI解析による要補修箇所の早期検知・原因分析・補修に係る研究開発」
の目標達成状況

○施策全体の目標
・AIを活用した海面ノイズ処理、変状抽出を一連で実施するための点検・診断システムの開発
・港湾施設（係留施設）に制震部材を設置することによる革新的な耐震補強・復旧工法の開発
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資料４ 「 【維持管理】インフラデータのAI解析による要補修箇所の早期検知・原因分析・補修に係る研究開発」の成果

• 港湾施設をUAV・AIを活用して維持管理点検する手法の開発を行い、全体システム試作、各AI画像処理システムの構築（海面ノイズ
処理、施設変状抽出）、マルチホップ通信による遠隔地画像伝送システムの開発を行った。

〇3D・4Dデータによる点検・診断システムの開発

遠隔地画像伝送システムの地上試験施設変状抽出（ひび割れ）
検証データで抽出精度92%

海面ノイズ処理精度の向上

▲透明度が高い条件における過年度モデル
▼R1dに、透明度が高い条件をAIに学習させ精度向上

中継端末３

端末１で受信した端末２カメラ画像端末３から見た端末１,２(見通し内)

・地上でマルチホップ画像伝送試験を実施し、映像伝送に成功

〇革新的な係留施設耐震補強・復旧工法の開発

制震材取付により、加速度、変位、杭曲げ等低減 （部材角度60度、入力最大加速度882Gal）

制震材あり 制震材なし

最大加速度(桟橋)

843gal 1125gal
25%減

最大変位(桟橋)

14.07mm 24.99mm
44%減

最大曲げモーメント

12.4N·m
61%減
31.9N·m

水中振動台模型振動実験
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• 水中振動台を用いた模型実験を実施し、数値解析モデル検証のための模型実験データ取得した。
• 制震材を適用した係留施設の全体系挙動、効果を把握し、制震材適用により最大で4割程度の桟橋の変位低減効果を確認した。制震材
の取付角度を大きくすることで桟橋全大変形に対して制震材変形をより大きくできることを明らかにし、効果的に振動を抑制できるこ
とを解明。

地震動規模によらず、制震材取付により桟橋残
留変位を低減 （部材角度60度）



令和元年度当初見込み 令和元年度実績

①人件費 ①（国研）情報通信研究機構より、2,000千円相当の人件費に相当する人員
の提供を受けた

②機器提供及びデータ提供 ②（国研）情報通信研究機構より、20,000千円相当のデータ測定機材（電波
伝搬特性測定装置等）の提供、（一社）海洋調査協会より、10,000千円相当
のUAV撮影データの提供を受けた。

③人件費 ③民間企業（鉄鋼関連企業、マリコン、建設コンサルタント）より、革新的
な係留施設耐震補強・復旧工法の開発において、20,000千円相当の人件費に
相当する人員の提供を受けた

資料５ 「 【維持管理】インフラデータのAI解析による要補修箇所の早期検知・原因分析・補修に係る研究開発」
の民間からの貢献及び出口の実績

〇民間からの貢献額：４年で156,000千円相当
①（人件費）6,000千円
②（機材・データ提供）90,000千円
③（人件費）60,000千円

令和元年度当初見込み 令和元年度実績

AIを用いた海面ノイズ処理、施設変状（ひび割れ等）抽出のサブシステム試作及び
それぞれのサブシステムについて、教師データの追加など適用性拡大のための検討
を進める。併せて遠隔地画像伝送（マルチホップ通信）のための無線ユニットの一
部（無線モジュール）を製作する。

〇昨年度と海面条件が異なる港湾において海面ノイズ処理及び施設変状抽出につい
ての教師データ取得及び追加学習を行い、点検・診断システムの精度向上及びシ
ステムの適用範囲の拡大を行った。
〇遠隔地画像伝送システムで使用する無線モジュールについて、過年度の設計を基
に製作を行い、特性評価及び地上でのマルチホップ画像伝送試験を完了した。

水中振動台を用いた模型実験を実施し、制震材を適用した係留施設の全体系挙動、
効果を把握し、制振部材の設置による改良効果を比較検討する。また、適用する制
震部材種別・構造を選定、検討する。

〇比較検討による制震材を適用した係留施設の数値解析モデル検証のための模型実
験データ取得した。
〇制震材適用により最大で4割程度の桟橋の変位低減効果を確認。制震材の取付角度
を大きくすることで効果的に振動を抑制できることを解明。耐震性を満足する地
震規模の向上範囲を確認。
〇制震部材種別選定および細部構造検討完了。

○出口戦略
・港湾の維持管理点検において、PRISM成果により現地点検作業に要する時間を20％以上削減
・全国の港湾において、国有港湾施設の点群データを取得し、インフラデータプラットフォームへの蓄積 (Digital Twin を作成)を目指す
・制震材による係留施設の耐震補強・復旧工法の設計の考え方を明確にし、試設計による例示を行うことで、民間港湾施設への展開を目指す
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